
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第84 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第89 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減
損損失の明細

（単位：千円）

資 産 の 種 類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額 減損損失累計額 差引当期末

残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 7¶243¶086 742¶269 ` 7¶985¶355 1¶872¶849 328¶680 ` ` ` 6¶112¶505

構 築 物 336¶101 1¶650 ` 337¶751 217¶056 16¶058 ` ` ` 120¶694

工 具 器 具 備 品 303¶712 ` 3¶315 300¶397 148¶096 47¶891 ` ` ` 152¶300

船 舶 1¶360 ` ` 1¶360 1¶359 ` ` ` ` 0

車 両 運 搬 具 2¶252 ` ` 2¶252 589 321 ` ` ` 1¶662

計 7¶886¶512 743¶919 3¶315 8¶627¶117 2¶239¶953 392¶953 ` ` ` 6¶387¶163

２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

貸借対照表計上額
（＊１） 時価（＊１） 差額（＊１）

\現金及び預金 4¶869¶195 4¶869¶195 `

]未収附属病院収入 2¶671¶429

徴収不能引当金（＊２） � 89¶352

2¶582¶077 2¶582¶077 `

\国立大学財務・経営センター債
務負担金

（4¶290¶314） （4¶648¶583） （358¶269）

]長期借入金 （13¶670¶744） （13¶406¶465） （� 264¶278）
^リース債務 （939¶394） （932¶681） （� 6¶713）
_未払金 （2¶183¶542） （2¶183¶542） `

(＊１) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
(＊２) 未収附属病院収入に個別に計上している徴収不能引当金を控除しております。
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] ファイナンス・リースによる資産の取得
工具器具備品 240¶975千円

【重要な債務負担行為】
事 業 名 契 約 額 うち翌期以降支払額

１．医学部附属病院外来棟改修工事 4¶670¶400千円 4¶643¶141千円
２．運営費交付金債務の繰越（東日本大震災発生による納期遅延） 1¶086千円
【金融商品関係】
１．金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定し、資金調達につい
ては国立大学財務・経営センターからの借入れに限定しております。
未収附属病院収入は、債権管理事務取扱規程に沿ってリスク管理を行っております。
国立大学財務・経営センター債務負担金及び長期借入金の使途は附属病院の整備資金であり、文
部科学大臣の事前承認に基づいて借入れを実施しております。

~ 金融商品の時価の算定方法
\ 現金及び預金、並びに] 未収附属病院収入
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。なお、未収附属病院収入のうち貸倒懸念債権等については回収見込額等により、時
価を算定しております。

^ 国立大学財務・経営センター債務負担金、_ 長期借入金、` リース債務
これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入又は、リース取引を行った場合
に想定される利率で割り引いて算定する方法により算定しております。

a 未払金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

【資産除去債務関係】
\ 当該資産除去債務の概要
講義実習棟及び基礎臨床研究棟に含まれるアスベストに関連するものであります。

] 当該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間（取得からの見積り）
講義実習棟 21年
基礎臨床研究棟 22年
割引率
講義実習棟 2•16％
基礎臨床研究棟 2•18％

^ 当会計年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高~ 22¶509千円
時の経過による調整額 487千円
期末残高 22¶996千円

~ 当事業年度より、改訂後の「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」を
適用したことによる期首時点における残高であります。

【賃貸等不動産関係】
賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記は省略しております。
【重要な後発事象】
該当事項はありません。
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